
 
 

                                                 
     
 

           
 

 

☆ ☆ ☆ 今 月 の 税 務 メ モ ☆ ☆ ☆ 
１１１１．．．．６月分源泉所得税の納付   納付期限・・・・・・７月１０日 

２２２２．．．．５月決算法人の確定申告（法人税・消費税・法人事業税・法人住民税）   申告期限・・・・・・７月３１日 

３３３３．．．．１１月決算法人の中間申告（法人税・消費税・法人事業税・法人住民税）  申告期限・・・・・・７月３１日 
４４４４．．．．８月・１１月・２月決算法人の消費税中間申告   申告期限・・・・・・７月３１日 
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平成２７年度税制改正 その他の税目 

先月号では主に法人税法の税制改正を紹介しま

したが、今回はほかの税目に関する税制改正を紹

介します。 

 

個人所得課税個人所得課税個人所得課税個人所得課税    

①ＮＩＳＡ（非課税口座内の少額上場株式等に係

る譲渡所得等の非課税措置）の拡充 

・ＮＩＳＡの投資上限額の引き上げ：年間１０

０万円→１２０万円 

・ジュニアＮＩＳＡの創設：２０歳未満の者の

口座開設が可能。年間投資上限額８０万円 

②住宅ローン減税等の適用期限を平成３１年６月

３０日までに延長 

 

資産課税資産課税資産課税資産課税    

①住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置の延

長・拡充：非課税枠が１０００万円から３００

０万円に 

 

消費課税消費課税消費課税消費課税    

①消費税率引き上げ時期の変更及びこれに伴う対

応 

・消費税率１０％への引き上げ時期を平成２９

年４月１日に変更 

・景気判断条項を削除 

②国境を越えた役務の提供に対する消費税の課税

の見直し：国外事業者が国境を越えて行う電子

書籍・音楽・広告の配信等の電子商取引を消費

税の課税対象とする） 

③たばこ税の見直し：旧３級品の紙巻たばこに係

る特例税率を段階的に縮減・廃止 

④エコカー減税（自動車重量税）の見直し：減免

税車の対象範囲を見直したうえで２年延長 

 

納税環境整備納税環境整備納税環境整備納税環境整備    

①財産債務明細書の見直し：提出基準、記載事項

等を見直し 

②無申告加算税の不適用制度の見直し：特例を受

けるための期限後申告書の提出期限の延長 

 

 

受取配当等に係る負債利子控除 改正の適用

初年度は計算に注意 

２７年度改正では、受取配当等益金不算入制度

について株式等の区分が改正され、負債利子控除

の対象が「関連法人株式等」に限定されました。 

 改正法の適用初年度となる２８年３月期では、

全ての法人が“原則法”で控除負債利子額の計算

をすることになりますが、この際、改正前の２７

年３月期（前期）分についても「期末関連法人株

式等」の帳簿価額を算定する必要がある点に注意

が必要です。また、２７年３月期末（前期末）の

「総資産の帳簿価額」についても改正後の規定に

より算定をし直す必要があります。 


